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同期に近江学園で保母兼教員として働いていた人
で、『勉強のない国』という本を初田先生らと書か
れた方のうちの 1人です。この先生にも既にイン
タビューを行いまして、また今度、滋賀県の大津
の対岸ぐらいにお伺いする予定です。左側は、大
木会の前理事長だった三浦（了）先生です。この
辺をどう総合化できるかが、非常に大きな鍵です
し、史資料の公開と共同利用をどう進めていくか
というのも大きな鍵ということで、続けて作業を
しています。
　研究結果の報告ではなくて、ほとんど紹介のよ
うになってしまいましたが、前座みたいなところ
で失礼させていただきました。
矢部　どうもありがとうございました。限られた
時間ですが、質問を受けたいと思います。よろし
いですか。
新規開発福祉実践モデルの普及・定着に関する
プログラム形成評価法の開発
大　島　　　巌　
　「新規開発福祉実践モデルの普及・定着に関する
プログラム形成評価法の開発」の中間報告をいた
します。この研究は、昨年度から文科省の科学研
究費の基盤研究ということで取り組みを始めたも
のです。学内共同研究にも位置付けていただいて、
このタイトルは、今年度の共同研究のテーマとし
て位置付けたものです。
　学内共同研究として社大の多くの先生方に関
わって頂いています。先生方の関わっているそれ
ぞれの社会福祉実践プログラムがブラッシュアッ
プされてより良いものになるにはどうしたらいい
かという狙いを含めて共同研究を進めています。
　研究プロジェクトの目的を整理しました。より
よい福祉実践プログラムを構築するための科学的
根拠に基づくアプローチです。そのアプローチ法
を共有化して、関係者の間で知見を共有する。さ
らに、そのアプローチ法を実践現場の中で適用で
きるものにしていくことです。
　背景ですが、最近 10年ぐらいの間、「科学的根
拠に基づく」という言葉がはやり言葉になりまし
た。初めに、医療の世界で「科学的根拠に基づく
医療」という言葉が出てきて、それを後追いする
ようなかたちで「科学的根拠に基づく看護」とか
「科学的根拠に基づくソーシャルワーク」とか、
「科学的根拠に基づく臨床心理」とか、いろいろな
言葉があります。その実践領域をまとめて「科学
的根拠に基づく実践プログラム（EBP）」が位置付
きます。今回取り扱っているものは、主にEBPの
領域です。
　このアプローチの仕方で、「科学的根拠に基づ
く」というのは、効果を上げるということと裏返
しの関係にあって、効果的なプログラムモデルを
位置付けていくことが重要です。「どういう取り組
みをすれば効果が上がるのか」ということに注目
して、「どういう取り組みをしたらいいのか」とい
う部分を「効果的な援助要素」という形で定式化
して行こうと考えています。
　「効果的な援助要素」をまとめたものを「フィデ
リティ評価尺度」でまとめて行こうとする国際的
コンセンサスがあります。効果的なプログラムモ
デルを作成する上で、もう一つプログラム理論を
用います。プログラム理論に関しては、のちほど
簡単に説明します。
　背景の 2番目ですが、日本の状況を眺めてみま
すと、プログラム評価を進めていくのが難しい状
況があります。まず、日本の関係者の間で「科学
的プログラム評価法」とか、「科学的根拠に基づく
実践」に対する関心が薄い。最近は、「介護保険」
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とか「自立支援法」などで新しいプログラムがど
んどん導入されていますが、それらのプログラム
の多くは、実践の積み重ねの上に成り立っている
というよりは、むしろ行政主導で、お役人のデス
クプランとして出てくることがかなり多いのです。
　その原因となっている大きな要素として、ソー
シャルワーク関係者の間に、福祉実践プログラム
の効果として何を求めていくのかについてのコン
センサスが形成されていないのではないかと考え
ています。
　これに対して、アメリカではここ15年ぐらいの
間にプログラム理論が生み出され、注目されるよ
うになっています。プログラム理論というのは、
社会プログラムがどのような効果をもたらすのか、
どのような要素が効果に影響するのかに関する明
確な見通しを与える因果関係や、プログラム要素
に関する一連の仮説群であり、プログラムの設計
図です。その中身として、プログラム効果に関す
る因果関係を示す「インパクト理論」と、どうい
うプログラムの働きをすれば効果をもたらすのか
というプログラム要素に関する「プロセス理論」
からなっています。個別プログラムに対して、プ
ログラム理論をよく吟味することによって、より
よいアウトカムを生み出す優れた実践プログラム
の構築が期待されるのです。
　アメリカのプログラム評価の最も標準的なテキ
ストであるロッシのテキストにプロセス理論とイ
ンパクト理論が示されています。プロセス理論に
は、プログラムのサービスを利用者にどのように
届けていくのかというサービス利用計画と、届け
るためのプログラムの組織をどうしたらいいかに
関する組織計画があります。インパクト理論では、
プログラムがどのような結果・効果に結びつくの
かを事前に予測しながら枠組みを作ります。具体
的なものはのちほど出てきますのでご覧ください。
　EBSC（効果的福祉実践モデル構築プログラム評
価アプローチ研究）と呼んでいるプロジェクトの
実施計画ついて述べます。EBSCというのは、科学
的根拠に基づくソーシャルケアという意味です。
本学を中心に、社会福祉実践プログラムにかかわ
るさまざまな領域の関係者から構成されています。
　この研究会の中で集中的な議論を重ねながら、
各領域の社会福祉実践プログラムにプログラム評
価の理論と方法を適用して、それらがより効果的
なプログラムに発展するためのアプローチ法を検
討して、関係者間で協議することを目指していま
す。
　それと共に、効果をもたらすプログラムを生み
出す大きなネックになっているアウトカムの評価
方法を検討します。どのようなものを効果と見な
していくのかということに関しての検討を行いま
す。可能なら社会福祉実践にかかわる多くの関係
者が共有できるアウトカム指標を作り出そうと構
想しています。
　それぞれの領域で重要な位置付けを持ついくつ
かのプログラムを取り上げて、検討したアプロー
チ法を適用して、より優れた効果をもたらすプロ
グラムに発展する可能性について検討します。こ
の検討結果を踏まえて、日本の社会福祉実践プロ
グラム領域に適合できて、より効果の上がるプロ
グラムモデルの開発・構築に有効なアプローチを
提案して福祉関係者が合意形成を図ることを考え
ています。
　取り上げるプログラムは、高齢者領域の中では、
児玉桂子先生が取り組んでいる「認知症高齢者環
境福祉プログラム」、東洋大学の小林良二教授の
「高齢者退院支援プログラム」があります。児童・
思春期福祉領域では、藤岡孝志先生が取り組んで
いる「被虐待児回復援助者支援プログラム」、山下
英三郎先生が取り組んでいる「引きこもり・ニー
トへの就労支援プログラム」、さらに、昨年報告し
た「中学校精神保健福祉早期介入プログラム」が
あります。
　障害者福祉領域では、佐藤先生や植村先生に取
り組んで頂いている「就労移行支援事業」があり
ます。精神保健福祉領域は、「退院促進支援事業」
「日本型包括型地域生活支援プログラムACT」「心
理教育プログラム」です。
　このような構成で、それぞれのプログラムがよ
りブラッシュアップして鍛え上げられていくプロ
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セスをサポートするアプローチ法を生み出してい
こうとしています。
　研究のプロセスは、六つのステージから構成さ
れています。昨年度から取り組みを始めて、これ
までの段階では、第三ステージに近いところまで
たどり着きました。本日の報告では、第一ステー
ジ、第二ステージ、第三ステージのさわりぐらい
までの取り組みを紹介します。
　第一ステージは、「効果的モデル構築のためのア
プローチ法の検討と合意形成」です。そもそも、
「どのようによりよいプログラムにしていく方法を
生み出したらいいのか」ということについての合
意形成を図らなければ、この議論が成り立ちませ
んので、各領域の先生が集まって、その方法に関
する合意形成を図る作業をします。その前に、そ
の枠組みを示して、それについての合意形成を図
ります。それと同時に、アウトカム指標について
の検討を行うのが第一ステージの仕事です。
　第二ステージは、「予備的プログラム評価調査の
実施」で、制度モデル、既存モデルに対する予備
的なプログラム評価を個別プログラムで行うこと
です。効果的なプログラムとその他のプログラム
との比較から、効果的なプログラム要素を事例
的・質的分析によって明らかにします。
　第三ステージ以降は、第一ステージ、第二ス
テージの結果を踏まえて、さらにはプログラム理
論を適用する中で、暫定的により効果的であろう
と思われるモデルを提示します。それをマニュア
ル化し、そのマニュアルに従ってスタッフ研修を
行います。
　第四ステージで、「全国プログラム評価調査」を
行います。私どもの作り上げた効果モデルを全国
に提示して、そのプログラムに関心を持った人た
ちの研修会を開き、私どもの提案する暫定効果モ
デルについて議論しながら、お互いに共有化する
作業を行います。それを約 1年間それぞれの現場
で実践し、1年後に集まって、そのやり方がうまく
いっていたかどうか、どういう成果・効果をもた
らしたのかを検討します。
　第五ステージは、その結果を踏まえながら、全
国的な取り組みをしてデータが集まってきますの
で、量的な調査を行ってより効果的なプログラム
モデルに関する提案モデルを作ります。
　第六ステージは、以上のプロセスを踏まえて、
取り上げるプログラムが複数ありますので、それ
ぞれのプログラムがより良いプログラムに成長す
る方法論を整理して、より効果的なプログラムを
作り上げるためのアプローチ法について明らかに
します。具体的には、実施マニュアルとか様式集
からなるツールキットを確立して社会福祉関係者
の皆さまに提案できればと思います。
　実証研究的には、まず予備的プログラム評価と
いう質的な事例研究で、効果の上がっている実践
事例の訪問調査等をして、効果的な要素は何かを
検討します。その上で、量的な実証研究として全
国プログラム評価調査を行い量的な分析を行いま
す。
　その一方で、プログラム評価理論を作り上げて
いきます。その評価理論をさらにいいものにして
いくという中で、プログラムモデルがより精緻化
させて行きます。単に理論を作るだけではなく、
既存の先行研究がありますので、関連領域の文献
なども踏まえながら理論を作り上げていく作業を
行います。
　全国プログラム評価調査では、まず暫定効果モ
デルに基づいて、スタッフに対する研修会を開催
してプログラム内容について共有化を図ります。
そして１年間、暫定効果モデルに基づくプログラ
ムを実施して頂きます。評価としては、アウトカ
ムの評価とプロセスの評価を行います。アウトカ
ムの評価に関しては、私どもが今作りつつある共
通アウトカム指標を用いて、プログラム開始前後
で評価します。
　また、暫定効果モデルに基づいて、そのモデル
にどのくらい適合しているのかについてのフィデ
リティ評価を行います。
　研究組織としては、「高齢者プログラム班」「児
童・思春期プログラム班」「障害者プログラム研究
班」「精神保健福祉プログラム研究班」からなり、
それぞれのグループが合同研究会として、全体の
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流れを検討する「企画早発研究班」を組織します。
　予測される結果と意義は、社会福祉実践各領域
のプログラムに共通する効果的なモデル構築のた
めのアプローチ法を確立させ、その実施方法をガ
イドラインやツールキットの形で社会福祉関係者
の間で共有すること、各個別社会福祉実践プログ
ラムの効果的モデルが構築され、各領域でのプロ
グラムの発展が期待されること、です。
　現在取り組んでいる状況を報告します。第一ス
テージの活動に関しては、このモデルに関して四
つの領域の関係者からなる研究会を開催して、概
ね共通認識が得られています。アウトカム指標作
成については、かなり詰めた議論をして、合宿形
式で 1日かけて議論することも何回かやってきま
した。アウトカム指標の開発に関しては、実践プ
ログラムにかかわる関係者の間では、エンドポイ
ントとなるようなアウトカム指標の設定がなかな
か難しい。しかしながら、効果的なモデル、効果
的なプログラムを作っていこうと思うと、「何を
もって効果とするのか」ということに関しての合
意形成が不可欠です。そこを打開していく道とし
て、一つヒントにするのが「健康関連QOL」とい
う考え方です。「QOL（生活の質）」というのがこ
こ15年ぐらいの間に急激に注目されるようになっ
てきました。保健医療の世界で、ターミナルケア
の領域では、援助して変化をもたらしたことに注
目して、「健康関連QOL」という尺度を作成してい
ます。福祉の世界でもそういうものがあってもい
いのではないかと思います。「福祉関連QOL」とい
う尺度を同様に作成できないかと考えました。そ
の内容としては、生活の質、社会機能、利用者の
皆さん方の意識にかかわる項目です。ゴール設定
にあたって、いくつかの領域ごとにゴールが異な
ると考えました。脱施設化のように生活の基盤を
変えるという目標、社会的な役割、機能を拡大し
ていく目標、緊急的生存権というか、身体・生命
の安全確保と危険の回避という目標、地域生活を
維持安定させ生活を広げていく目標などです。
　第二ステージ、第三ステージの「活動とその成
果」ですが、第二ステージ、第三ステージの課題
としては、最終的に暫定効果モデルを作成すると
いうことです。まず、対象とする実践プログラム
の実情把握を行うことが必要です。全国に普及し
ているようなものであれば、郵送調査などで状況
把握をします。まだ始まったばかりのものである
とすれば、暫定的なヒアリングを行います。研究
班ではその様式を用意します。その上で、第一弾
のプログラム理論を作る。どのような理論を作っ
たらいいかという様式を用意する。その理論に基
づいて予備的プログラム評価調査を行います。そ
の調査票の様式を用意します。
　それから、よい成果、よい実践を行っていると
考えられる活動、5から 20団体ぐらいに対する訪
問聞き取り調査を実施します。どのような調査を
行ったらいいのか、その実施バイタルを用意しま
す。聞き取り調査の結果を事例報告書、事例表の
かたちでまとめる様式を用意します。
　その事例報告書や事例表を読み合わせて、研究
グループの中で共有化を図ります。フォーカスグ
ループを中心に行います。その中で、効果的なプ
ログラム要素のリストを作ります。それをどう
作ったらいいのかの様式を作っていきます。その
暫定リストに基づいて第二弾目のプログラムの様
式を用意します。
　そして、その理論に基づいて、また暫定リスト
の改定を行い、暫定リストに対する現場の皆さん
方の意見を聞きます。その前に、実施方法をある
程度作ります。そのうえで、実施マニュアルを作
ります。また、実施マニュアルに基づくフィデリ
ティ評価尺度を作成します。
　現在、「退院促進支援事業」と「就労移行支援事
業」についての取り組みが、先行して進んでいま
す。この二つのグループは、少し先導するかたち
でほかのグループにモデルを提供しています。そ
れぞれのグループのプログラム理論を示していま
す。
　最後に現在の取り組みの成果と課題のまとめで
す。まず、退院促進支援事業班･就労移行支援事業
班が先導して、研究が進展しています。退院促進
支援事業班、就労移行支援事業班が開発した第Ⅲ
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ステージまでのアプローチ法を、他のプログラム
班に適用する取り組みを進め、随時、そのアプ
ローチ法を改定しています。このアプローチ法は、
既に普及が進んでいる福祉実践プログラムのみな
らず、新規に開発するプログラムに対しても適用
可能であることが示唆されつつあります。暫定効
果モデルの作成に当たって、日本の既存プログラ
ムでは「評価可能性アセスメント(evaluabi l i ty
assessment)」を、まず最初に行う必要があり、「評
価可能性」の低いプログラムについては、実証的
なプログラム評価調査の結果以上に研究者が独自
にプログラム理論の作成を進め、効果モデルを構
築する必要性があると考えられます。
　以上で報告を終わります。ありがとうございま
した。
児童虐待の援助のあり方についての考察
～平成 18年に死亡した事例の分析をとおして～
宮　島　　　清　
　次に、宮島清先生の「児童虐待の援助のあり方
についての考察～平成18年度に死亡した事例の分
析を通して～」ということで、昨年度の共同研究
事業の中で行われたものです。よろしくお願いし
ます。
宮島　宮島です。よろしくお願いします。大島先
生の報告は、とても規模の大きいものですが、私
の研究は非常にちまちましたところで、逆にそう
いうところを狙っていくのが私の役割かと思いま
す。私は、もともと現場で実践してきて、今は専
門職大学院で実務者教員として働いています。
　まず、児童虐待を考えるときに、「とんでもない
ことをするひどい親だな」、「無責任な親だな」と
理解されることが多いと考えています。その親の
過酷な、あるいは無責任な行動によって辱められ、
痛め付けられ、非常に厳しいところを通らされて
いるかわいそうな子ども。そのような状況があり
ながら、「動かない行政」があるという構造で児童
虐待は語られてきました。
　大体、マスコミの報道によってさまざまな動き
が出てきたことから、こういう傾向が出てきてい
るのではないかと思います。マスコミの果たした
役割は、非常に大きなものがありますが、それ故
に「偏ったものが出てきているのではないか」と
いうのが、私の問題意識になっています。
　今の児童虐待防止法は平成 12年にできました
が、戦前の昭和 8年にも旧法として児童虐待防止
法ができました。このときも明治の終わりから、
大正、昭和の頭にかけて、さまざまな虐待があり、
それが新聞に報道されました。その報道の結果、
世論が非常に盛り上がって、「児童保護が必要だ」
という問題意識が出て旧法ができました。
　全く同じような流れによって、昭和の初めにで
きた法律と平成にできた法律には共通点がありま
す。ただ、それ故にさまざまな偏りとゆがみが生
じているところがあるのではないか。市民に求め
られるものは、発見であり、通告であり、「行政に
言うけれども、行政がきちんと動かないのは、と
んでもないぞ」という声が基本的なパターンに
なっています。
　最近読んだ本に、江戸時代の「捨て子」の本が
あります。それによると、江戸時代は、捨てた親
よりも、見つけたにもかかわらず何の手立てもし
なかった一般の人のほうが、量刑が重いという研
究もされています。現代においては、市民として、
隣人として責任を持って初期対応するというより
も、すべてを「通告」ということで、そういった
やるべきことを置き換えているという傾向がある
